
○　配当控除

　　株式の配当等の配当所得があるときは，その金額に下記の率を乗じた金額が税額から差し引かれます。

  ○　外国税額控除

市民税 道民税 市民税 道民税 市民税 道民税

1.6% 1.2% 1.6% 1.2% 0.8% 0.6%

 平成21年から令和5年までに入居し、所得税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除しきれなかった額がある場合は、申告により翌年度の住民税の所得割から控除されます。

前年の所得税に係る住宅
借入金等特別控除可能額

－
前年の

所得税額
＝

○　住宅借入金等特別税額控除額の税額控除割合

区  分 市民税

控除額における割合 5分の3

控除の対象は、都道府県・市区町村、北海道共同募金会、日本赤十字社北海道支部、北海道と帯広市が条例で指定するものへの寄附金です。

　寄附金控除額 ＝ ①（＋③）基本控除額 ＋ ②特例控除額

　　※基本控除(①と③合計）の対象となる寄附金額は総所得金額等の３０％が上限です。

○　配当割 ○　株式等譲渡割

支払期間 住民税の税率等 所得税の税率等

平成16年1月～平成25年12月 配当割　3％ 源泉徴収　7％

平成26年1月～ 配当割　5％ 源泉徴収　15％源泉徴収　15％

　平成16年1月1日以後に支払を受ける一定の上場株式等に係る配当等について
は、市・道民税配当割として特別徴収し、課税関係を完了させることから申告は不
要です。（所得税においても、平成15年4月1日以後に支払を受ける一定の上場株
式等の配当等について源泉徴収税率が軽減され申告不要とされました。）

　平成16年1月1日以後に取引される源泉徴収する特定口座内の株式等の譲渡所得については、市・道民税株式等譲
渡所得割として特別徴収し、課税関係を完了させることから申告は不要になります。（所得税においても、源泉徴収する
特定口座を利用することにより申告不要とされました。）

道民税

5分の2

○　寄附金控除

　　②　特例控除額 ＝
　　　　　（寄附金額 － ２，０００円） × （９０％ － 所得税率 ０％～４５％×１.０２１）

　　①　基本控除額 ＝ （寄附金額 － ２，０００円） × １０％

平成26年1月～ 株式等譲渡所得割　5％

0.15%0.2%0.3%0.4%0.3%

利益の配当、剰余金の分配及び特定株式投資信
託の収益の分配

私募証券投資信託
（特定株式投資信託以外）の

収益の分配
上記以外 0.6%

○　住宅借入金等特別税額控除

税　額　控　除

1,000万円以下
の場合

1,000万円を超える場合

1,000万円以下の部分 1,000万円を超える部分

一般外貨建等証券
投資信託の収益の
分配

　外国で得た所得について、その国の所得税などを
納めているときは、一定の方法により、その外国税
額が税額から控除されます。

　　　　　　　　　　　　　　　 　　課税所得金額の合計額

　　　　配　当　の　種　類

0.4%

※算出された控除額が、前年分の所得税の課税総所得金額、課税退職所得
金額および課税山林所得金額の合計額の５％を超える場合は、この５％の金
額（上限額９７，５００円）になります。
　 ただし、平成２６年４月１日～令和５年に入居し、特定取得または特別特定
取得に該当する場合は、前年分の所得税の課税総所得金額、課税退職所得
金額および課税山林所得金額の合計額の７％（上限額１３６，５００円）になり
ます。

　　※総務大臣の指定を受けていない地方団体への寄附は、基本控除額のみ適用となります。

　住民税の住宅借入金等
　　　特別税額控除額

　なお、申告不要の配当等を申告した場合は、総合課税または申告分離課税（申
告時いずれか選択）の対象となり、所得割額から配当割額を控除し計算されま
す。（控除しきれない場合には、先に特別徴収したものから還付または充当しま
す。）
　一定の上場株式等の配当等に係る税率等は次のとおりです。

　なお、申告不要の譲渡所得を申告した場合は、住民税3％、所得税7％（平成26年以降は、住民税5％、所得税15％）で
課税され、所得割額から株式等譲渡所得割額を控除し計算されます。（控除しきれない場合には、先に特別徴収したも
のから還付または充当します。）
　上場株式等の譲渡所得に係る税率等は次のとおりです。

0.3%0.4%0.6%0.8% 0.8%

所得税の税率等

　　※② の特例控除額は、地方公共団体・特定の災害義援金に対する寄附金に限定され、
　　   市民税・道民税所得割額（調整控除後）の２０％が上限です。

支払期間 住民税の税率等

平成16年1月～平成25年12月 株式等譲渡所得割　3％源泉徴収　7％

    ③  中止等されたイベントに係る入場料等の払戻請求権を放棄した場合
　　　　　（放棄した金額－２千円）×１０％

　　※③ の寄附金の合計額については、20万円を上限とし、条例で指定されたものに限ります。
　　※ふるさと納税でワンストップ特例制度を適用した場合、別途で申告特例控除が適用されます。


